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第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第28回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申し上げます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東
証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に
　「ウィル」または「コード」に当社証券コード「3241」を入力・検索し、「基

本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総
会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集ご通
知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、2023年３月27日（月曜日）当社営業時間終了の時（午後７時）までに到着す
るようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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１．日 時 2023年３月28日（火曜日）午後１時
２．場 所 兵庫県宝塚市逆瀬川一丁目14番39号

当社３階会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第28期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第28期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
　議　　案 剰余金処分の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示
があったものとしてお取り扱いいたします。

５．書面交付請求による交付書面における記載省略事項
電子提供措置事項のうち、以下の事項につきましては、法令及び定款第15条
２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書
面には記載しておりません。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
従いまして、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面は、監
査報告を作成するに際して、会計監査人及び監査役が監査をした対象書類の
一部であります。

新型コロナウイルス感染症感染防止のため、可能な限り株主総会当日のご来
場はお控えいただき、書面（郵送）による議決権行使をお願い申し上げま
す。

本年もお土産の配布を取りやめとさせていただいております。

記

以　上
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新型コロナウイルス感染症感染防止に向けた当社の対応について

1.出席のご検討について
　ご出席を検討している株主さまにおかれましては、感染防止及び株主さ
まの安全を確保するため、ご来場を自粛いただくこともご検討くださいま
すよう、お願い申し上げます。
　株主総会への参加方法は、当日ご出席いただく方法のほか、事前に「議
決権行使書」をご郵送いただく方法もご用意しておりますので是非ご利用
ください。

2.入場時及び会場内での対応について
　受付にて体温を測定させていただき、37.5℃以上の発熱が認められた場
合はご入場をお断りする場合や、体調不良とお見受けした場合はお声掛け
し、ご退場いただくことがございます。
　当社本社ビル館内及び会場内ではマスクをご着用ください。
　当社役職員は、検温を含め体調を確認のうえマスクを着用し応対させて
いただきます。

3.会場内の座席について
　会場内の座席の間隔を広く取るため、ご用意できる座席数が例年より減
少いたします。万が一お席がご用意できない場合、ご入場をお断りする場
合がございますので、予めご了承願います。

4.お土産の配布について
　接触による感染症のリスクを減らすため、本年もお土産の配布を取りや
めとさせていただいております。
　何卒ご理解賜りますよう、お願い申し上げます。

感染状況を踏まえまして、その他感染予防措置を実施いたします。

　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブ
サイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載
いたします。
　法令に基づき書面交付請求をいただいた株主様には、本株主総会招集ご通知を
書面にて交付いたします。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求をい
ただいていない株主様にも同書面を送付いたします。
　本総会の決議結果につきましては、決議通知のご送付に代えて、当社ウェブサ
イトに掲載させていただきます。
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( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

（１）当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症によ

る各種規制等の緩和により、個人消費の回復や雇用・所得環境の改善がみ

られ、持ち直しの傾向がみられました。一方で、各国中央銀行の金融引き

締め政策や為替変動、世界的なインフレによるエネルギー価格や原材料価

格の高騰は継続しており、依然として経済全体の先行きは不透明な状況が

続いております。

不動産関連業界におきましては、住宅ローンの低金利環境や各住宅取得

支援策は継続しているものの、都市部の不動産価格の断続的な上昇や建築

資材・住宅設備の値上がりによる影響が顕在化し、実需の住宅需要は減少

傾向となりました。なお、営業エリアにおける当期の中古住宅の成約件数

について、兵庫県・大阪府では前期比3.2％減少（近畿レインズ調べ）、

愛知県では同5.0％減少（中部レインズ調べ）、東京都では同8.9％減少

（東日本レインズ調べ）となりました。

このような経営環境のなかで当社グループにおきましては、フィービジ

ネスとリフォームの連携強化（収益面）、開発分譲事業の推進（事業規模

の拡大）など、ワンストップ体制のシナジー最大化戦略に注力すること

で、持続的成長と高収益な事業基盤の強化に取り組みました。

まず、流通事業においては、営業エリアが拡大するなか、自社サイトを

はじめとしたネット集客の強化策が奏功し、住宅を購入されるお客様の来

店件数が前期比10.6％、購入の成約件数が同9.7％それぞれ増加し、その

中で中古住宅の取扱件数も同15.5％増加いたしました。それによりワンス

トップサービスの提案機会が増加し、「中古×リフォーム×ＦＰ」の取扱

件数も同20.5％増加いたしました。

また、開発分譲事業においては、兵庫県宝塚市や伊丹市をはじめとした

戸建プロジェクトの引渡が完了するなど、当期計画戸数の販売・引渡に取

り組みました。併せて、関西圏及び中部圏において来期以降の戸建分譲用

地の仕入にも積極的に取り組んだ結果、開発分譲事業の棚卸資産が前期末

と比べて21.6％増加いたしました。
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事業の種類別セグメント
売上高

（百万円）
構成比
（％）

前期比増減率
（％）

流 通 事 業 2,223 22.6 15.8

リ フ ォ ー ム 事 業 1,968 20.0 15.4

開 発 分 譲 事 業 5,018 51.0 3.5

賃 貸 事 業 231 2.4 46.0

不 動 産 取 引 派 生 事 業 167 1.7 3.9

そ の 他 225 2.3 21.0

合 計 9,834 100.0 9.5

これらの結果、当連結会計年度における連結業績は、売上高9,469百万

円（前期比9.1％増）、営業利益919百万円（同9.8％増）、経常利益867百

万円（同8.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益594百万円（同

3.0％増）となり、売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する

当期純利益の全てにおいて３期連続で過去最高を更新いたしました。な

お、親会社株主に帰属する当期純利益に関しましては、2021年12月期に子

会社株式の譲渡に伴う関係会社株式売却益73百万円を特別利益に計上して

おりました。

　報告セグメントの概況は、次のとおりであります。

（注）１. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２. 売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めておりま

す。

流通事業におきましては、売却物件の獲得に注力したことにより、売却

依頼件数が前期比22.8％増加し、売却の成約件数も同13.8％増加いたしま

した。また、2018年に進出し店舗数を拡大してきた中部圏においては、ド

ミナント戦略の効果が高まり、成約件数に関して購入が同13.2％、売却が

同23.4％それぞれ増加し、売上をけん引いたしました。この結果、売上高

は2,223百万円（前期比15.8％増）、営業利益は595百万円（同10.8％増）

となり、売上高と営業利益の過去最高を更新いたしました。

リフォーム事業におきましては、流通事業の中古物件の取扱件数が増加

したことや、住宅購入の検討段階から積極的にリフォーム担当が同席して

提案をする営業戦術が奏功するなど、「中古×リフォーム」の引渡件数が

前期比26.0％増加いたしました。なお、2022年12月末の受注残高は755百

万円（同31.5％増）となりました。この結果、売上高は1,968百万円（前

期比15.4％増）、営業利益は342百万円（同10.2％増）となり、売上高の

過去最高を更新いたしました。
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開発分譲事業におきましては、原材料価格の高騰を背景として建築コス

トが上昇するなか、製販一体の連携強化による原価圧縮と付加価値向上に

努めました。また、流通店舗に集まる売主様直接の売却情報を活用するな

ど、来期以降の販売物件の仕入も行いました。この結果、売上高は5,018

百万円（前期比3.5％増）、営業利益は349百万円（同29.3％減）となりま

した。

賃貸事業におきましては、兵庫県西宮市のテナント用地がオープンし、

受取賃料収入が増加いたしました。また、商業施設（兵庫県宝塚市）のテ

ナント誘致やシェアハウス（兵庫県西宮市）の入居募集に取り組みまし

た。この結果、売上高は231百万円（前期比46.0％増）、営業利益は５百

万円（前期は営業損失52百万円）となりました。

不動産取引派生事業におきましては、営業エリア拡大に伴う取扱件数増

加を主な要因とし、住宅ローン事務代行手数料の売上高が前期比7.6％増

加いたしました。また、2022年10月より火災保険の最長契約期間が10年か

ら５年に短縮されましたが、FP取扱件数の増加を要因とし、損害保険代理

店手数料は同5.1％増加となりました。一方で、受託販売物件の減少に伴

い、広告収入は同49.9％減少いたしました。この結果、売上高は167百万

円（前期比3.9％増）、営業利益は80百万円（同10.5％減）となりまし

た。

その他の事業におきましては、経営コンサルティング業務「ウィルスタ

ジオ」において、新卒採用コンサルティングや物件管理システム運用の受

注件数が伸長し、売上高が前期比13.3％増加いたしました。また、人事コ

ンサルティング業務「部活のみかた」においても複数の就活イベントを開

催し、売上高は同98.8％増加いたしました。この結果、売上高は225百万

円（前期比21.0％増）、営業利益は57百万円（同275.7％増）となりまし

た。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は367百万円でありま

す。その主なものは、賃貸事業におけるテナント用地（兵庫県西宮市）の

取得199百万円、2022年４月に開設した恵比寿営業所の改装費用及び同７

月に開設した高槻営業所の新築費用等123百万円であります。

③　資金調達の状況

　当社グループは、開発分譲事業の新規プロジェクト等の運転資金に充当

するため、金融機関より3,815百万円の短期借入金、並びに財務基盤の強

化と機動的な分譲用地の仕入を目的に、金融機関より1,792百万円の長期

借入金と社債の発行により500百万円を調達しております。
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区 分
第 25 期

(2019年12月期)
第 26 期

(2020年12月期)
第 27 期

(2021年12月期)

第 28 期
(当連結会計年度)
(2022年12月期)

売 上 高(百万円) 6,260 7,957 8,681 9,469

経 常 利 益(百万円) 633 670 802 867

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 439 463 577 594

１株当たり当期純利益 (円) 38.74 40.87 50.90 52.44

総 資 産(百万円) 8,962 9,537 12,150 13,427

純 資 産(百万円) 2,923 3,233 3,658 4,086

１株当たり純資産額 (円) 255.16 282.53 319.93 357.09

（２）財産及び損益の状況

企業集団の財産及び損益の状況

（注）１. 第25期においては、中部圏で２店舗目となる流通店舗を出店し、事業

エリアを拡大いたしました。更に、自社運営するウェブサイトの集客

力を強化した結果、流通店舗への来店顧客数が増加いたしました。こ

れらの結果、収益性の高い事業群「フィービジネスとリフォーム」の

業績が堅調に推移し、収益面が伸長いたしました。

２. 第26期においては、中部圏で流通店舗を２店舗出店し、事業エリア拡

大が加速いたしました。更に、新築戸建分譲において、ターゲット層

への効果的な訴求により早期完売を実現し、事業規模の拡大とともに

利益面も過去最高を更新いたしました。

３. 第27期においては、中部圏で流通店舗を２店舗出店するなど、ドミナ

ント戦略の効果が相乗的に出始め、収益性の高い事業群「フィービジ

ネスとリフォーム」の業績が堅調に推移しました。併せて、新築戸建

分譲において、製販一体の連携強化により販売が好調に推移しまし

た。これらの結果、事業規模の拡大とともに利益面も過去最高を更新

いたしました。

４. 第28期（当連結会計年度）においては、東京圏に流通店舗を出店する

ことで事業エリアを拡大するなど、店舗数の増加に伴って収益性の高

い事業群「フィービジネスとリフォーム」の業績が堅調に推移しまし

た。また、新築戸建分譲において、自社プロデュース物件の販売が好

調に推移しました。これらの結果、事業規模の拡大とともに利益面も

過去最高を更新いたしました。
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会 社 名 資 本 金
当社に対する
議決権比率

当 社 と の 関 係

株 式 会 社 岡 本 俊 人 １百万円 57.68％ 有価証券の保有

会 社 名 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ウ ィ ル 空 間 デ ザ イ ン 100.0％ リフォーム事業

株 式 会 社 リ ノ ウ エ ス ト 100.0％ 開発分譲事業

株式会社ウィルフィナンシャル
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

100.0％ ファイナンシャルプランニング業務

株 式 会 社 ウ ィ ル ス タ ジ オ 100.0％ コンサルティング業務、広告制作業務

株 式 会 社 部 活 の み か た 100.0％ 人事コンサルティング業務

（３）重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

②　重要な子会社の状況

（４）対処すべき課題

　今後の見通しといたしましては、新型コロナウイルス感染症と経済活

動の両立が進む一方で、世界的な資源価格の高騰をはじめとしたインフ

レ進行や各国中央銀行の金融引き締め政策などによる景気後退懸念によ

り、経済見通しに不確実性が高まると想定しております。

　このような経営環境において、当社グループにおきましては、外的環

境の影響リスクを保守的に評価しながら、ワンストップ体制のシナジー

最大化戦略により収益力を強化するとともに、開発分譲事業の供給戸数

増加により事業規模の拡大を同時に目指してまいります。

①　主要事業領域における競争力強化

関西圏（阪神間・北摂地域）、中部圏（名古屋市）及び東京圏

（東京23区）において、「住まい・暮らし」をキーワードとした

「人生に関わる総合サービス企業」を目指すという理念のもと、不

動産事業を中心としたサービスの幅を広げていくことを基本的なス

タンスとし、流通事業をはじめリフォーム事業、開発分譲事業等の

不動産関連事業の競争力強化を図ってまいります。具体的な戦略は

以下のとおりであります。
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イ．流通事業を軸とした事業基盤の強化

　当社グループは、顧客に対する「住まいのワンストップサービ

ス」を提供するうえで、流通事業を事業戦略上の要と位置付けてお

り、三大都市圏の重点エリアに出店してまいります。それにより地

域ごとの顧客ニーズ、不動産情報、市場動向、顧客層別の志向等の

把握を行うとともに、営業地域全体の情報を蓄積し、各事業へ適時

適切に活用することで事業基盤の強化を図ってまいります。

　また、平日のみを利用して不動産の購入をされるお客様に対し、

当社通常仲介手数料の30％をキャッシュバックするサービスの浸

透・拡充を図ることにより、平日の営業稼働率を高めることで、生

産性を向上させてまいります。

　更に、不動産の売却をされるお客様に対しても、売却期間の短縮

で節約できたコストをお客様へ還元する期間報酬制度を実施し、地

域における同業他社との差別化、優位性の確保等によるシェアの拡

大を目指してまいります。

ロ．リフォーム事業における事業基盤の安定

　当社グループは、あらゆる販売窓口へ来店されたお客様に対し、

「住まいのワンストップサービス」の提供を実践しており、そのな

かでも、流通事業の店舗で展開しております中古住宅の購入と同時

にリフォームを行うという提案は、お客様からの支持も厚く、高い

シナジーを生んでおります。

　また、優良な中古住宅のストックを活用した住環境の整備を目指

し、中古住宅及びリフォーム市場への国策も強化されております。

このような環境を背景に、流通事業との連携強化を図るとともに、

営業エリアの拡大並びに取扱件数の増加に対応できる施工管理体制

を構築し、中古住宅・リフォーム市場におけるリーディングカンパ

ニーを目指してまいります。

ハ．開発分譲事業における財務リスクの低減と物件力の強化

　フィービジネス及びリフォーム事業の売上割合を高め、安定した

収益基盤を構築することにより、財務体質の強化を図る前提のも

と、金利動向や仕入価格の高騰などのリスクを許容範囲内に抑えな

がら、地域ごとの需要に合わせた戸建分譲開発を推進してまいりま

す。そのため、流通事業の店舗展開により収集・把握した地域ごと

の生活スタイル及び不動産情報を開発用地選定、物件企画及び販売

計画に至るまで反映させ、顧客ニーズを的確に捉えた物件創りに製

販一体の組織体制で徹し、差別化を図ってまいります。
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②　人材の獲得と育成

　当社はこれまで原則新卒採用により人員強化を図っており、今後に

ついても、当社グループの事業及び経営理念に共感する新卒社員を採

用することで事業基盤の安定並びに拡大を図ってまいります。近年激

化する採用市場において、従来型の受動的な採用手法から脱却し、既

存資産（事業・人材）を活用したダイレクトリクルーティングによ

り、優秀な人材へ能動的にアプローチしてまいります。

　また、社員一人ひとりの営業スキル、ノウハウを向上させ、お客様

からの信頼を得ることをテーマとして、研修制度の充実により人材育

成を図るとともに、各事業の管理職層の強化にも努め、経営判断のス

ピードアップを図ってまいります。

③　コンプライアンス体制の強化

　更なる業容拡大、企業価値向上を目指すために、企業倫理・コンプ

ライアンスについて全役職員が共通の認識を持ち、一人ひとりが的確

で公正な意思決定を行う風土を醸成する仕組みを整備してまいりま

す。特に、宅地建物取引業法、建築基準法等の関係法令については最

新の動向を常に把握し遵守に努めてまいります。また、株式上場企業

として、内部者取引にかかる情報管理・売買管理体制の周知・徹底を

図ってまいります。

④　資金調達の多様化

　開発分譲事業の事業戦略並びに流通店舗の新規出店など、想定され

る様々な資金需要に対して、資金調達手段の多様化を図ることによ

り、適時適切な資金調達を実現し、今後の事業展開を円滑に進めてま

いります。また、強固な収益基盤及び財務体質の向上をもとに、借入

コストの低減にも同時に取り組んでまいります。
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事 業 区 分 主 な 事 業 内 容

流 通 事 業 不動産の売買仲介等を行っております。

リ フ ォ ー ム 事 業
中古住宅のリフォームや家具の提案及びリフォーム工事等の請
負業務を行っております。

開 発 分 譲 事 業 戸建住宅、宅地等の企画・開発・販売業務を行っております。

賃 貸 事 業
テナント用事業用地、商業施設やシェアハウス等を所有し、運
営及び賃貸業務等を行っております。

不動産取引派生事業

他の事業から派生し、主に不動産購入者に対し、住宅ローンの
事務代行、損害保険及び生命保険の紹介業務などのファイナン
シャルプランニング業務、並びに引越業者・什器設備等の紹介
業務を行っております。また、販売物件の商品企画及び広告制
作業務等を行っております。

（５）主要な事業内容（2022年12月31日現在）

　当社グループは、流通事業、リフォーム事業、開発分譲事業、賃貸事業

及び不動産取引派生事業を主な事業としております。

　当社グループの各事業の内容は、次のとおりであります。

－ 11 －



本 社 兵庫県宝塚市

宝 塚 本 店 兵庫県宝塚市

岡 本 営 業 所 神戸市東灘区

西 宮 営 業 所 兵庫県西宮市

塚 口 営 業 所 兵庫県尼崎市

伊 丹 営 業 所 兵庫県伊丹市

川 西 営 業 所 兵庫県川西市

箕 面 営 業 所 大阪府箕面市

豊 中 営 業 所 大阪府豊中市

江 坂 営 業 所 大阪府吹田市

茨 木 営 業 所 大阪府茨木市

高 槻 営 業 所 大阪府高槻市

覚 王 山 営 業 所 名古屋市千種区

藤 が 丘 営 業 所 名古屋市名東区

御 器 所 営 業 所 名古屋市昭和区

久 屋 大 通 営 業 所 名古屋市東区

新 瑞 橋 営 業 所 名古屋市瑞穂区

大 曽 根 営 業 所 名古屋市北区

恵 比 寿 営 業 所 東京都渋谷区

株 式 会 社 ウ ィ ル 空 間 デ ザ イ ン 兵庫県宝塚市

株 式 会 社 リ ノ ウ エ ス ト 兵庫県宝塚市

株式会社ウィルフィナンシャルコミュニケーションズ 兵庫県宝塚市

株 式 会 社 ウ ィ ル ス タ ジ オ 兵庫県宝塚市

株 式 会 社 部 活 の み か た 兵庫県宝塚市

（６）主要な営業所（2022年12月31日現在）

①　当社の主要な営業所

（注）１.高槻営業所は2022年７月より営業を開始しております。
　　　２.恵比寿営業所は2022年４月より営業を開始しております。

②　子会社
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事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

流 通 事 業 104 （40）名 10名増 （８名増）

リ フ ォ ー ム 事 業 30 （３） ４名増 （１名増）

開 発 分 譲 事 業
賃 貸 事 業

20 （１） ３名増 （－）

不 動 産 取 引 派 生 事 業 11 （２） １名増 （－）

そ の 他 14 （５） １名減 （12名減）

全 社 （ 共 通 ） 29 （８） ３名増 （１名増）

合 計 208 （59） 20名増 （２名減）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

146（53）名 13名増（３名減） 29.6歳 6.2年

（７）従業員の状況（2022年12月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

（注）臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,038百万円

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 1,012

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 787

株 式 会 社 中 国 銀 行 752

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 279

（８）主要な借入先の状況（2022年12月31日現在）
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①　発行可能株式総数 40,000,000株

②　発行済株式の総数 11,375,000株

　　（注）ストック・オプションの権利行使により、発行済株式の総数は

30,000株増加しております。

③　株主数 4,133名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 岡 本 俊 人 6,556千株 57.64％

ウ ィ ル 従 業 員 持 株 会 730千株 6.43％

岡 田 洋 子 203千株 1.79％

宮 前 い ず み 156千株 1.37％

友 野 泉 127千株 1.12％

包 賢 112千株 0.99％

町 田 泰 則 80千株 0.70％

坂 根 勝 幸 67千株 0.59％

赤 澤 敬 之 65千株 0.57％

三 村 郷 史 60千株 0.53％

２．会社の現況
（１）株式の状況（2022年12月31日現在）

（注）持株比率は自己株式（66株）を控除して計算しております。
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第１回新株予約権

発行決議日 2015年３月27日

新株予約権の数 1,500個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式150,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 金銭の払込みを要しないものとする。

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額

新株予約権１個当たり29,800円
（１株当たり298円）

権利行使期間
2017年12月１日から
2025年３月26日まで

新株予約権の行使の条件 （注）１、２

役 員 の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数900個
目的となる株式数90,000株
保有者数３名

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

（２）新株予約権等の状況

当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付した新株予約権の状況

（注）１. 新株予約権の行使の条件は下記のとおりであります。
イ. 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただ
し、取締役、監査役が任期満了により退任した場合、又は従業員が
定年により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役
会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

ロ. 新株予約権の相続はこれを認めない。
ハ. その他権利行使の条件は、2015年３月27日開催の当社第20回定時株

主総会決議及びその後の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権
者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ
る。

２. 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株
式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権
のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数
について行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これ
を切り捨てる。

また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下総称して
「合併等」という。）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その
他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条
件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができ
る。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役

社 長
坂 根 勝 幸

株式会社ウィル空間デザイン取締役

株式会社リノウエスト取締役

株式会社ウィルフィナンシャルコミュニケー

ションズ取締役

株式会社ウィルスタジオ取締役

株式会社部活のみかた代表取締役

取締役会長 伊知地 俊 人

株式会社岡本俊人代表取締役

株式会社リノウエスト取締役

株式会社イチケン社外取締役

取 締 役 友 野 泉

株式会社ウィル空間デザイン取締役

株式会社リノウエスト取締役

株式会社ウィルフィナンシャルコミュニケー

ションズ代表取締役

株式会社ウィルスタジオ取締役

株式会社部活のみかた取締役

取 締 役 佐 藤 慎二郎

株式会社ウィル空間デザイン代表取締役

株式会社リノウエスト代表取締役

株式会社部活のみかた取締役

取 締 役 奥 田 哲 久 社会保険労務士

取 締 役 田 中 豪 公認会計士・税理士

常勤監査役 宮 前 いずみ

株式会社ウィル空間デザイン監査役

株式会社リノウエスト監査役

株式会社ウィルフィナンシャルコミュニケー

ションズ監査役

株式会社ウィルスタジオ監査役

株式会社部活のみかた監査役

監 査 役 垂 谷 保 明 公認会計士・税理士

監 査 役 赤 澤 敬 之 弁護士

（３）会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2022年12月31日現在）
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区分

報酬等の

総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額

（百万円）
対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック・

オプション

退職

慰労金

取締役

（うち社外取締役）

91

(2)

91

(2)

－

(－)

－

(－)

6

(2)

監査役

（うち社外監査役）

23

(7)

23

(7)

－

(－)

－

(－)

3

(2)

合計

（うち社外役員）

114

(9)

114

(9)

－

(－)

－

(－)

9

(4)

（注）１. 取締役奥田哲久氏及び取締役田中豪氏は、会社法第２条第15号に定め

る社外取締役であります。

２. 監査役垂谷保明氏及び監査役赤澤敬之氏は、会社法第２条第16号に定

める社外監査役であります。

３. 監査役垂谷保明氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４. 社外取締役及び社外監査役に関する重要な兼職の状況は、後記⑥の社

外役員に関する事項に記載しております。

５. 当社は、東京証券取引所に対して、社外取締役及び社外監査役の全員

を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

②　責任限定契約の内容の概要

　当社と各取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び各監

査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任

限度額としております。

③　補償契約の内容の概要等

該当事項はありません。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

該当事項はありません。

⑤　取締役及び監査役の報酬等

イ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれて

おりません。
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地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 奥 田 哲 久 株式会社J-STATION　代表取締役

取 締 役 田 中 　 豪

田中公認会計士事務所　代表

株式会社スーパーツール　社外取締役監査等委員

船場中央税理士法人　パートナー

監 査 役 垂 谷 保 明
開成公認会計士共同事務所　共同代表

住友電設株式会社　社外監査役

監 査 役 赤 澤 敬 之 赤沢・井奥法律事務所　代表

ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事

項

　取締役の報酬限度額は、2003年７月４日開催の臨時株主総会におい

て年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議

いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、４名

（うち、社外取締役は０名）であります。

　また、上記の報酬限度額とは別枠で、2015年３月27日開催の第20回

定時株主総会において年額40百万円の範囲で報酬等として新株予約権

を付与することについても決議いただいております。当該株主総会終

結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は、５名であります。

　監査役の報酬限度額は、2003年７月４日開催の臨時株主総会におい

て年額50百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時

点の監査役の員数は、１名（うち、社外監査役は０名）であります。

　また、上記の報酬枠内にて、2015年３月27日開催の第20回定時株主

総会において年額10百万円の範囲で報酬として新株予約権を付与する

ことについても決議いただいております。当該株主総会終結時点の監

査役（社外監査役を除く）の員数は、１名であります。

ハ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、代表取締役坂根勝幸氏に対し各取締役の報酬等の決定

を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ

各取締役の評価を行うには代表取締役が最も適していると判断したた

めであります。

⑥　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）当社と上記兼職先全てとの間に特別の関係はありません。
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出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役　奥田哲久

当事業年度に開催された取締役会18回全てに出席いたし
ました。
企業経営の経験と特定社会保険労務士としての専門知識
に基づき、経営体制などに関する助言・提言を行うほ
か、取締役会の意思決定の適正性に対し必要な発言を適
宜行っております。

取締役　田中　豪

当事業年度に開催された取締役会18回全てに出席いたし
ました。
公認会計士及び税理士としての専門知識に基づき、業務
執行などに関する助言・提言を行うほか、取締役会の意
思決定の適正性に対し必要な発言を適宜行っておりま
す。

監査役　垂谷保明

当事業年度に開催された取締役会18回のうち16回、監査
役会12回のうち10回に出席いたしました。
公認会計士及び税理士としての見識に基づき、主として
会計の専門家としての見地から、議案の審議に必要な発
言を適宜行っております。

監査役　赤澤敬之

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回、監査
役会12回のうち11回に出席いたしました。
弁護士としての見識に基づき、主として法律の専門家と
しての見地から、議案の審議に必要な発言を適宜行って
おります。

ロ．当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条第

２項の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が６回

ありました。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
19

（４）会計監査人の状況

①　名称　　　　　　太陽有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の
業務以外の業務に係る報酬等の支払はありません。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づ
く監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しております。

３. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務
遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうか
について必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報

告いたします。

④　補償契約の内容の概要等

該当事項はありません。

⑤　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

該当事項はありません。
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（2022年12月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

未 成 業 務 支 出 金

商 品 及 び 製 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

信 託 建 物

信 託 土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

そ の 他

繰 延 資 産

そ の 他
　

7,874

1,643

570

2,984

2,421

2

18

235

5,534

5,090

798

8

3,115

444

699

4

1

17

50

22

28

393

15

377

18

18
　

流 動 負 債 4,578

買 掛 金 451

短 期 借 入 金 2,398

１ 年 内 償 還 予 定 の
社 債

195

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

759

未 払 法 人 税 等 234

そ の 他 538

固 定 負 債 4,762

社 債 887

長 期 借 入 金 3,770

そ の 他 105

負 債 合 計 9,341

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,061

資 本 金 284

資 本 剰 余 金 204

利 益 剰 余 金 3,572

自 己 株 式 △0

新 株 予 約 権 24

純 資 産 合 計 4,086

資 産 合 計 13,427 負 債 純 資 産 合 計 13,427

連 結 貸 借 対 照 表

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 9,469

売 上 原 価 7,862

売 上 総 利 益 1,607

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 688

営 業 利 益 919

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

受 取 家 賃 6

助 成 金 収 入 等 14

そ の 他 3 24

営 業 外 費 用

支 払 利 息 46

長 期 前 払 費 用 償 却 9

そ の 他 19 76

経 常 利 益 867

税金等調整前当期純利益 867

法人税、住民税及び事業税 303

法 人 税 等 調 整 額 △31 272

当 期 純 利 益 594

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

594

連 結 損 益 計 算 書

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年12月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

信 託 建 物

信 託 土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

そ の 他

繰 延 資 産

そ の 他
　

3,885

704

328

1,558

1,133

159

5,488

4,951

695

14

0

8

17

3,055

447

699

4

8

13

11

1

524

150

65

308

9

9
　

流 動 負 債 2,160

買 掛 金 43

短 期 借 入 金 813

１ 年 内 償 還 予 定 の
社 債

120

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

674

未 払 費 用 243

未 払 法 人 税 等 104

そ の 他 161

固 定 負 債 5,448

社 債 540

長 期 借 入 金 4,804

リ ー ス 債 務 2

そ の 他 102

負 債 合 計 7,608

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,750

資 本 金 284

資 本 剰 余 金 204

資 本 準 備 金 204

利 益 剰 余 金 1,261

その他利益剰余金 1,261

繰 越 利 益 剰 余 金 1,261

自 己 株 式 △0

新 株 予 約 権 24

純 資 産 合 計 1,774

資 産 合 計 9,383 負 債 純 資 産 合 計 9,383

貸　借　対　照　表

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 3,722

売 上 原 価 2,953

売 上 総 利 益 769

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 545

営 業 利 益 223

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

受 取 家 賃 11

受 取 手 数 料 181

そ の 他 3 197

営 業 外 費 用

支 払 利 息 53

そ の 他 13 67

経 常 利 益 353

税 引 前 当 期 純 利 益 353

法人税、住民税及び事業税 122

法 人 税 等 調 整 額 △23 99

当 期 純 利 益 254

損　益　計　算　書

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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太陽有限責任監査法人
大阪事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 哲 雄 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 田 充 規 ㊞

独立監査人の監査報告書

2023年２月24日
株式会社ウィル
　　取締役会　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ウィルの2022年１月１日

から2022年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、株式会社ウィル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書
において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用
者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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太陽有限責任監査法人
大阪事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 池 田 哲 雄 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 田 充 規 ㊞

独立監査人の監査報告書
2023年２月24日

株式会社ウィル
　　取締役会　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ウィルの2022年１

月１日から2022年12月31日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第28期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１）監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から

監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、当期の監

査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。

監査役会の監査報告
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常勤監査役 宮 前 いずみ ㊞

社外監査役 垂 谷 保 明 ㊞

社外監査役 赤 澤 敬 之 ㊞

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

2023年２月27日

株式会社ウィル　監査役会
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議　　案　　剰余金処分の件

　当期の期末配当につきましては、企業価値の最大化に向け、将来の事業拡

大及び財務体質の強化を目的とした内部留保の充実に努めるとともに、株主

の皆様に対する利益還元を考慮し、下記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

① 配当財産の種類

金銭

② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき15円50銭　総額176,311,477円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2023年３月29日

以　上
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本年もお土産の配布を取りやめとさせていただいております。

何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

※ご来場の際は公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。

お車でお越しの場合は、お近くのコインパーキングをご利用ください。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：兵庫県宝塚市逆瀬川一丁目14番39号

当社３階会議室

TEL 0797-74-7272

当 社

アピア 1

アピア
きた

COOP

三
井
住
友
B
K

三
井
住
友
B
K

池
田
泉
州
B
K

■
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■31 アイス（2階）

時計台時計台
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ロータリーロータリー
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駅

アピア 2

アピア 3

当社のご案内
阪急「逆瀬川」駅下車。東口の階段を降り、サーティワンアイスクリーム、時
計台の前を通り、陸橋を渡ったところの階段を降りてください。
点線の通りにお越しいただければ３分ほどで到着します。

交通のご案内
阪急今津線逆瀬川駅下車　徒歩約３分

※阪急西宮北口駅からお越しの場合、宝塚行きのホーム（６番か７番線）をご利
用ください。阪急今津線には「今津行き」と「宝塚行き」の２種類のホームが
ございますので、ご注意ください。


